
平成２７年度貸借対照表及び損益計算書

東京都新宿区西新宿８－１７－１
フコクしんらい生命保険株式会社
代表取締役社長　　　山本　幹男

(単位：百万円)

金額 金額

52,564 1,806,177 

現 金 0 支 払 備 金 2,284 

預 貯 金 52,564 責 任 準 備 金 1,803,241 

1,804,290 契 約 者 配 当 準 備 金 650 

国 債 917,442 480 

地 方 債 410,729 12 

社 債 475,648 2,375 

株 式 201 未 払 法 人 税 等 203 

そ の 他 の 証 券 267 未 払 金 81 

3,375 未 払 費 用 1,150 

保 険 約 款 貸 付 3,375 預 り 金 15 

207 リ ー ス 債 務 722 

建 物 103 資 産 除 去 債 務 26 

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 103 仮 受 金 175 

3,258 2 

ソ フ ト ウ ェ ア 710 9,000 

リ ー ス 資 産 658 価 格 変 動 準 備 金 9,000 

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 1,888 1,837 

2 1,819,886 

0 

6,442 20,499 

未 収 金 1,759 10,499 

前 払 費 用 143 資 本 準 備 金 10,499 

未 収 収 益 4,238 5,875 

預 託 金 252 そ の 他 利 益 剰 余 金 5,875 

仮 払 金 47 繰 越 利 益 剰 余 金 5,875 

 △  0 36,875 

13,380 

13,380 

50,255 

1,870,142 1,870,142 

そ の 他 資 産

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

純資産の部合計

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

株 主 資 本 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

貸 倒 引 当 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

資 本 金

特 別 法 上 の 準 備 金

負債の部合計代 理 店 貸

(純資産の部)再 保 険 貸

繰 延 税 金 負 債

そ の 他 負 債

貸 付 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

有 価 証 券

代 理 店 借

再 保 険 借

科　目 科　目

(資産の部) (負債の部)

平成２７年度（平成２８年３月３１日現在）貸借対照表
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（貸借対照表の注記） 
 
１．会計方針に関する事項 
（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、「保
険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（平成 12 年
11月 16日 日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21号）に基づく責任準備金対応債券
については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものにつ
いては 3月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時価を把握する
ことが極めて困難と認められるものについては、取得差額が金利調整差額と認められる公社債
（外国債券を含む）については移動平均法による償却原価法（定額法）、それ以外の有価証券に
ついては移動平均法による原価法によっております。なお、その他有価証券の評価差額につい
ては、全部純資産直入法により処理しております。 
 

（２） 有形固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。なお、リース資産の残高はあ
りません。 
・有形固定資産（リース資産を除く） 
定率法（ただし、建物（附属設備、構築物を除く）については定額法）を採用しております。 

なお、有形固定資産のうち取得価額が 10 万円以上 20 万円未満のものについては、3 年間で均
等償却を行っております。 
 

（３） 貸倒引当金の計上方法 
貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、個別に債務者の支払能力を総
合的に判断し必要と認める額を計上しております。すべての債権は、資産の自己査定基準に基
づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査し
ており、その査定結果に基づいて引当を行っております。 
 

（４） 退職給付引当金の計上方法 
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、自己都合退職による期末要支給額を退職
給付債務として計上しております。 
 

（５） 価格変動準備金の計上方法 
価格変動準備金は、保険業法第 115条の規定に基づき算出した額を計上しております。 
 

（６） 消費税等の会計処理方法 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、前払
費用に計上し 5 年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度に費用処理
しております。 
 

（７） 責任準備金の積立方法 
責任準備金は、保険業法第 116 条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については次の
方式により計算しております。 

① 標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成 8 年大蔵省告示第 48
号） 

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 
 

（８） 無形固定資産の減価償却の方法 
無形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 
・ソフトウェア 
 利用可能期間に基づく定額法によっております。 
・リース資産  
 リース期間に基づく定額法によっております。 
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（９） 責任準備金対応債券 
個人保険・個人年金保険に設定した小区分（保険種類・資産運用方針等により設定）に対応した
債券のうち、負債に応じたデュレーションのコントロールを図る目的で保有するものについて、
「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（平成 12
年 11月 16日 日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21号）に基づき、責任準備金対応
債券に区分しております。 
なお、当期より、ＡＬＭ運用の更なる高度化を図る目的で、5年ごと利差配当付一時払終身保険
を対象とする小区分を新設しております。この変更による貸借対照表及び損益計算書への影響は
ありません。 
 

２．保険業法第 118条第 1項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、生命保険事
業の公共性や社会性を考慮して、流動性を確保しつつ安全かつ有利を基本原則としております。こ
の方針に基づき具体的には、長期、安定的な収益を確保できる資産構築を目指し、国債等債券を中
心とした有価証券に投資しております。なお、主な金融商品である有価証券は、市場リスク及び信
用リスクに晒されております。資産運用リスクの管理にあたっては、資産運用リスク管理委員会が
市場リスクや信用リスク等の状況を定期的に把握・管理しながら、資産運用部門への牽制機能を働
かせることにより、基本原則を逸脱する過度なリスクを排除し、資産の安全性を確保しております。
主な金融資産及び金融負債に係る貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお
りであります。 

（単位：百万円） 

  貸借対照表 
計上額 

時価 差額 

現金及び預貯金 52,564 52,564 － 
 有価証券として取扱わない現金及び預貯金 52,564 52,564 － 
有価証券 1,804,290 2,028,283 223,992 
 満期保有目的の債券 
責任準備金対応債券 
その他有価証券 

469,206 
1,031,585 
303,498 

585,663 
1,139,121 
303,498 

116,456 
107,536 

－ 
貸付金 3,375 3,375 △ 0 
 保険約款貸付 3,375 3,375 △ 0 

 
（１） 現金及び預貯金（「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10号）に基づく有価証券とし

て取扱うものを除く） 
現金及び預貯金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。 
 

（２） 有価証券（預貯金のうち「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号）に基づく有価
証券として取扱うものを含む） 
・市場価格のある有価証券 

3月末日の市場価格等によっております。 
・市場価格のない有価証券 
 主に情報ベンダー、取引先金融機関から提示された価格等、合理的に算定された価格によって
おります。 

 
（３） 貸付金 

保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておら
ず、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、
帳簿価額を時価としております。 
なお、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する貸付金については、直接減額前の帳簿価額か
ら貸倒見積高を控除した額を時価としております。 

 
３．貸付金のうち、破綻先債権額は 6百万円、延滞債権額は 0百万円で、その合計額は 6百万円であり

ます。なお、3ヵ月以上延滞債権額及び貸付条件緩和債権額はありません。 
破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

3



 

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却
を行った部分を除く。）のうち、法人税法施行令（昭和 40年政令第 97号）第 96条第 1項第 3号
のイからホまでに掲げる事由又は同項第 4号に規定する事由が生じている貸付金であります。 
延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る
ことを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。 
 

４．有形固定資産の減価償却累計額は 207百万円であります。 
 

５．関係会社に対する金銭債権の総額は 3百万円、金銭債務の総額は 126百万円であります。 
 
６．繰延税金資産の総額は 3,446百万円、繰延税金負債の総額は 5,161百万円であります。繰延税金資
産のうち評価性引当額として控除した額は 121百万円であります。 
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、価格変動準備金 2,520百万円及び保険契約準備金 622百
万円であります。 
繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券の評価差額 5,154百万円であります。 
当年度における法定実効税率は 28.8％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率 34.3％との間の差異の主要な内訳は、税率変更による影響 3.9％、住民税均等割 1.1％でありま
す。 
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 28年法律第 15号）及び「地方税法等の一部を改正す
る等の法律」（平成 28年法律第 13号）の成立に伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に適
用される法定実効税率は 28.8％を適用しておりましたが、回収又は支払が見込まれる期間が平成
28年 4月 1日から平成 30年 3月 31日までのものについては 28.2％、平成 30年 4月 1日以降の
ものについては 28.0％にそれぞれ変更になりました。この変更により、当期末における繰延税金負
債は 57百万円の減少となります。また、法人税等調整額は 98百万円の増加となります。 
 

７．契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 
    当期首現在高         707百万円 
  当期契約者配当金支払額    479百万円 
  利息による増加等        0百万円 
  契約者配当準備金繰入額    422百万円 
  当期末現在高         650百万円 
 

８．保険業法施行規則第 71 条第 1 項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出
再責任準備金」という。）の金額は 22百万円であります。 
 

９．1株当たりの純資産額は 90,914円 93銭であります。 
 
10．保険業法第 259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当年度末における当社の今後の
負担見積額は 2,094 百万円であります。なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理して
おります。 

 
11．退職給付に関する事項は次のとおりであります。 
（１） 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定拠出型の制度として、確定拠出年金制度を設けております。なお、一部の従業員に
ついては退職一時金制度によっており、簡便法により退職給付引当金 2 百万円及び退職給付引
当金繰入額 0百万円を計上しております。 

 
（２） 確定拠出制度 
       当社の確定拠出制度への要拠出額は、82百万円であります。 
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平成２７年  ４月  １日から

平成２８年  ３月３１日まで

(単位：百万円)

金額

196,692 

170,780 

170,665 

115 

25,117 

24,226 

24,106 

120 

0 

890 

794 

43 

727 

23 

193,398 

62,654 

4,692 

1,154 

10,656 

45,907 

76 

166 

117,760 

88 

117,672 

0 

20 

9 

0 

10 

10,307 

2,655 

459 

1,309 

885 

0 

0 

3,294 

357 

0 

357 

357 

422 

2,514 

886 

 △  24 

862 

1,651 

そ の 他 利 息 配 当 金

当 期 純 利 益

特 別 法 上 の 準 備 金 繰 入 額

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

そ の 他 の 経 常 費 用

経　　常　　利　　益

特　　別　　損　　失

固 定 資 産 等 処 分 損

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

税 金

減 価 償 却 費

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

支 払 備 金 繰 入 額

責 任 準 備 金 繰 入 額

そ の 他 経 常 費 用

保 険 金 据 置 支 払 金

契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

支 払 利 息

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 運 用 費 用

事 業 費

そ の 他 返 戻 金

再 保 険 料

有 価 証 券 売 却 益

そ の 他 経 常 収 益

保 険 金 等 支 払 金

保 険 金

年 金

給 付 金

解 約 返 戻 金

年 金 特 約 取 扱 受 入 金

保 険 金 据 置 受 入 金

そ の 他 の 経 常 収 益

経　　常　　費　　用

損益計算書

貸 付 金 利 息

資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

科　　　　　　　　　目

　　　平成２７年度

経　　常　　収　　益

保 険 料 等 収 入

保 険 料

再 保 険 収 入

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金
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（損益計算書の注記） 

 

１．関係会社との取引による収益の総額は 0百万円、費用の総額は 451百万円であります。 
 

２．有価証券売却益の主な内訳は、国債等債券 890百万円であります。 
 

３．責任準備金繰入額の計算上、差し引かれた出再責任準備金繰入額の金額は 1百万円であります。 
 
４．１株当たりの当期純利益は 2,987円 96銭であります。 
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